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別添３ 
 

平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（総括）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究代表者 木下 博之  香川大学医学部 教授 

 

研究要旨 

 本研究では、医師が作成する死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例集を作成し、
原死因を適切に記載するための教育コンテンツの開発と普及・啓発を目的とする。 
 本年度は、昨年度に作成した e-ラーニング用模擬事例に加え、原死因選択ルールに基
づいた模範記載例（標準的記載例）の内容の充実を図った。特に、e-ラーニングでのク
イズ形式の学習のみならず、多数の事例ベースの具体的記載例を作成した。コンテンツ
を活用・理解することで、死亡診断書・死体検案書の適切な記載は、直接的・間接的に
死因統計の精度向上につながり、国民の健康増進や福祉の向上に寄与することが期待さ
れる。 

 

研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属研究
機関における職名 
 
池松 和哉・長崎大学大学院医歯薬学総合研究
科・法医学分野 教授 
横田順一朗・独立行政法人 堺市立病院機構 
 副理事長 
加藤 稲子・三重大学大学院周産期発達障害予
防学講座・小児科学 教授 
鷲見 幸彦・国立長寿医療研究センター・神経
内科 副院長 
横井 英人・香川大学医学部附属病院・医療情
報部 教授 
宮武 伸行・香川大学医学部人間社会環境医学
講座・衛生学 准教授 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
を作成し、その普及・啓発のための教育コンテ
ンツの開発を目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究開発としては、事例と標準的記載例を
中心とするコンテンツを作成する。特に、原
死因を適切に記載・選択する事を主要な目的
としており、選択方法の考え方を重点にした
記載例を作成する。 

 様々な領域の専門家から構成される各分担
研究者、研究協力者の協力の下、過去の経験、
学会や検討会、カンファレンスなどで伝聞し
た情報も含め、それぞれの領域における比較
的典型的な事例を収集する。死亡診断書・死
体検案書等を作成する上で問題となる点や課
題を抽出し、それらを基に、ICD-10 の原死因
選択ルールに基づいた模範記載例（標準的記
載例）を作成し、e-ラーニングのシステムと
した。さらに、今年度は特に、模範記載例につ
いての幅広い想定事例を作成し、充実を図る。
記載例については、研究班員全員でのブラッ
シュアップを行い、様式の統一を図る。 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、個人情報や個人が
特定できるような内容は含まない。 
 
Ｃ．研究結果 
  死亡診断書・死体検案書作成の際に、因果関
係の記載が困難な例、特に、内因（疾病による
もの）と外因（外傷や中毒、温度環境など）の
両者が関与する事例などを中心に、60例余り
の事例を設定し、それぞれについて模範記載
例（標準的記載例）を作成した。 
 
Ｄ．考察 
 死亡診断書、死体検案書は人間の死亡を医
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学的・法律的に証明することのみならず、わが
国の死因統計を作成する際の資料となる。そ
の記載内容のうち、死因欄に記載された傷病
から選択された原死因が死因統計の分類を行
う上での基礎となる。 
 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会
的にも広く活用されており、保健衛生政策を
実施していく上での基盤データのひとつであ
る。そのため、死亡診断書・死体検案書の作成
にあたり、どのような形で記載内容が統計作
成に利用されているかを熟知しておく必要が
あるが、現状の重要性についての意識・認識は
必ずしも十分ではない。医学部の学部教育に
おいても、これら死亡診断書、死体検案書の作
成に関する授業は行われているものの、現場
で診療や死体検案に従事する医師を対象とし
て、医師会等の研修会での普及・啓発も不可欠
である。 
 本研究では実際の事例に即した形での教育
コンテンツを作成した。このコンテンツにつ
いては、e-ラーニングによる自習のみならず、 
講義や研修会等でも活用できるように、標準
記載例についての幅広い事例を充実させた。 
 死亡診断書・死体検案書の適切な記載は、
直接的・間接的に死因統計の精度向上につな
がるものと考える。さらには死因統計の精度
向上を介して、国民の健康増進や福祉の向上
に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｅ．結論 
 死亡診断書・死体検案書作成の際の、記載に
困難を感じる例について，因果関係の記載が
困難な例、あるいは記載方法の判断に迷う例
について、適切な記載についての内容例示を
充実させた。具体的な事例を用いた学習に関
しては、適切な記載例の増加により、死因統計
の精度向上、ひいては国民の健康増進・福祉の
向上に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
木下博之：死亡診断書・死体検案書作成の留
意点．香川県医師会雑誌．2017; 70: 80-82. 

Kinoshita H, Tanaka N, Takakura A, 
Kumihashi M, Jamal M, Ito A, Tsutsui K, 
Kimura S, Matsubara S, Ameno K. 
Flunitrazepam in stomach contents may be 
a good indicator of its massive ingestion. 
Rom J Leg Med. 2017; 25: 193-195. 
Takakura A, Tanaka N, Omyia T, Omori H, 
Hirasaki A, Jamal M, Ito A, Ishimoto S, 
Tsutsui K, Kimura S, Ameno K, Kinoshita 
H. Spectrophotometric measurement of 
boric acid in a case of accidental 
ingestion. The Albanian Journal of 
Medical and Health Sciences. 2017; 48: 
49-53. 
Kinoshita H, Tanaka N, Takakura A, Abe H, 
Kumihashi M, Shibayama T, Jamal M, Ito A, 
Tsutsui K, Kimura S, Iwase H, Ameno K. An 
autopsy case of death by combined use of 
benzodiazepines and diphenidine. Soud Lek. 
2017; 62: 40-43. 
Yamamoto Y, Miyatake N, Kinoshita H, 
Tanaka N, Kuratou R, Katayama A, Fukunaga 
T. Changes in asphyxia death classified 
by month in the 23 wards of Tokyo. Curr 
Study Environ Med Sci 2017; 10: 3-9. 
宮武伸行，田中直子，木下博之，福永龍繁：東
京 23 区における凍死者数と気温指標との関
連および凍死者数の月別比較．地域環境保健
福祉研究．2017,; 20: 27-30. 
横田順一朗：救急医療におけるメディカルコ
ントロール．日本救急医学会メディカルコン
トロール体制検討委員会・日本臨床救急医学
会メディカルコントロール検討委員会監修. 
救急医療におけるメディカルコントロール.
へるす出版. 東京；pp 3-5，2017. 
横田順一朗：救急医療体制の歴史．日本救急医
学会メディカルコントロール体制検討委員
会・日本臨床救急医学会メディカルコントロ
ール検討委員会監修. 救急医療におけるメデ
ィカルコントロール.へるす出版. 東京；pp 6-
18，2017. 
 
 2.  学会発表 
木下博之：死体検案・剖検の現状とこれか
ら．岡山県医師会警察医部会．2017年4月22
日．岡山市．岡山県医師会館 
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木下博之：死亡診断書・死体検案書作成の留
意点．香川県警察医会総会．2017年9月16
日．高松市.香川県医師会館 
 
3.  関連した実務活動 
木下博之：「異常環境死」「内因性急死」．日
本医師会死体検案研修会（上級）．2017年9月
17,18日．東京都．日本医師会館 
木下博之：日本医師会死体検案研修会（上
級）の企画、運営．2017年9,10月．東京都、
福岡県 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
 該当なし。
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平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 池松 和哉  長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 教授 

 

研究要旨 

 本研究では、原死因を適切に記載するための教育コンテンツの開発として、死亡診断
書・死体検案書の標準的な記載例集を作成し、その普及・啓発を目的とする。 
 本年度は、原死因選択ルールに基づいた模範記載例（標準的記載例）の内容の充実を
図った。法医学領域で取り扱う機会の多い外因死について、多数の事例ベースの具体的
記載例を作成した。記載例を活用・理解することで、死亡診断書・死体検案書の適切な
記載が増えることが期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
を作成し、記載に悩む事例についての対応の
一助となる教育コンテンツの開発を目的とす
る。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究開発としては、事例と模範記載例（標
準的記載例）を中心とするコンテンツを作成
する。特に、記載のしかたに悩む例での活用
を主眼に事例を構成する。 
 様々な領域の専門家から構成される各分担
研究者、研究協力者の協力の下、過去の経験
や学会等で伝聞した情報も含め、特に外因死
の領域における比較的典型的な事例を収集す
る。死亡診断書・死体検案書等を作成する上
で問題となる点や課題を抽出し、実際に即し
た形での模擬事例を作成した。作成した模擬
事例につき、ICD-10 の原死因選択ルールに基
づいた模範記載例（標準的記載例）を作成し、
さらに解説も加えて内容の充実を図った。作
成した記載例については、研究班員全員での
ブラッシュアップを行い、様式の統一を図っ
た。 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、個人情報や個人が
特定できるような内容は含まないよう、十分
配慮した。 
 
Ｃ．研究結果 

  死亡診断書・死体検案書作成の際に、因果関
係の記載が困難な例として、特に、内因（疾病
によるもの）と外因（外傷や中毒、温度環境な
ど）の両者が関与する事例があげられる。それ
らを中心に、多数の事例を設定し、それぞれに
ついて模範記載例（標準的記載例）を作成した。 
 
Ｄ．考察 
 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会
的にも広く活用されており、保健衛生政策を
実施していく上での基盤データのひとつであ
る。その集計にあたっては死因の分類がなさ
れるが、これは、死亡診断書、死体検案書の 
記載内容のうち、死因欄に記載された傷病か
ら選択された原死因を基礎としている。その
ため、死亡診断書・死体検案書の作成にあたり、
どのような形で記載内容が統計作成に利用さ
れているかを熟知しておく必要があるが、現
状の重要性についての意識・認識は必ずしも
十分ではない。その結果、原死因を十分考慮し
ていない記載も見受けられる。 
 医学部の学部教育においても、これら死亡
診断書、死体検案書の作成に関する授業が行
われている。それに加えて、現場で診療や死体
検案に従事する医師を対象とした研修会等で
の普及・啓発も不可欠である。 
 本研究では実際の事例に即した形での教育
コンテンツを作成した。本年度対応した事例
集とその模範記載例（標準的記載例）は、内容
に関して講義や研修会等でも幅広く活用でき



るように充実させた。 
 模範記載例（標準的記載例）を参考にして、
死亡診断書・死体検案書の適切な記載が増え
ることで、直接的・間接的に死因統計の精度
向上を介して、国民の健康増進や福祉の向上
に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｅ．結論 
 死亡診断書・死体検案書作成の際に記載に
悩む例について、因果関係の記載が困難な例
として、特に、内因（疾病によるもの）と外因
（外傷や中毒、温度環境など）の両者が関与す
る事例を中心に、適切な記載についての内容
例示を充実させた。今回作成した教育コンテ
ンツを用いて、どのような形で記載内容が統
計作成に利用されているかについての認識が
増すことで、死因統計の精度向上、ひいては国
民の健康増進・福祉の向上に大きく寄与する
ことが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  なし 
 2.  学会発表 
  なし 
3.  関連した実務活動 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
 該当なし。 
 
 
 



 



平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 横田 順一朗  独立行政法人 堺市立病院機構 副理事長 

 

研究要旨 

 本研究では、原死因を適切に記載するために死亡診断書・死体検案書の標準的な記載
例集を中心とした教育コンテンツの開発と普及・啓発を目的とする。 
 本年度は、事例集と模範記載例（標準的記載例）の内容の充実を図った。救急医学領
域では外傷や中毒、急性疾患のみならず、やや経過の長い例など、複数の病態が関与す
る事例もあり、実際の記載に際しては、医学的因果関係のとらえ方が問題になる場合も
少なくない。コンテンツの活用により、記載のしかたに悩む例での一助となることが期
待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
を収載した教育コンテンツを開発し、原死因
の適切な記載についての認識の普及を目的と
する。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究開発としては、事例と標準的記載例を
中心とするコンテンツを作成する。特に、原
死因を適切に記載・選択する事を主要な目的
としており、医学的因果関係のとらえ方を重
点にした記載例を作成する。 
 様々な領域の専門家から構成される各分担
研究者、研究協力者の協力により、死亡診断
書・死体検案書等を作成する上で記載に悩む
ような事例を収集する。問題となる点や課題
を抽出し、ICD-10 の原死因選択ルールに基づ
いた模範記載例（標準的記載例）を作成し、e-
ラーニングのシステムとした。記載例につい
ては、研究班員全員でのブラッシュアップを
行い、幅広い想定事例を作成する。 
 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、内容を編集し、個
人情報や個人が特定できるような内容は含ま
ないようにした。 
 
Ｃ．研究結果 
  死亡診断書・死体検案書作成の際に、記載の

しかたに悩む場合として、急性疾患後の経過
の長い事例などを中心に事例を設定し、それ
ぞれについて模範記載例（標準的記載例）を作
成した。さらに、収載した全事例についてブラ
ッシュアップを行った。 
 
Ｄ．考察 
 死亡診断書、死体検案書は人間の死亡の医
学的・法律的な証明であり、死亡に立ち会った、
または死体を検案した医師が作成する。その
作成にあたっては、医学的診断のみならず、外
因の場合では状況、経過の長い場合や複数の
病態が関与する場合にはそれぞれについての
医学的因果関係も考慮するため、時に記載の
際に悩む例も少なくない。 
 死亡診断書、死体検案書は、わが国の死因統
計を作成する際の資料となる。死因統計は、わ
が国の保健衛生行政や社会的にも広く活用さ
れており、保健衛生政策を実施していく上で
の基盤データのひとつである。一人一人の死
亡診断書、死体検案書の記載内容（死因欄に記
載された傷病から選択された原死因）が死因
統計の分類を行う上での基礎となっており、
記載に苦慮する事例での適切な記載例（標準
的記載例）を求める声もある。 
 本研究では実際の事例に即した形での教育
コンテンツを作成した。このコンテンツにつ
いては、クイズ形式の自習のコンテンツのみ
ならず、困ったときに参照できる形で、収載



事例を充実させた。 
 死亡診断書・死体検案書の適切な記載は、
直接的・間接的に死因統計の精度向上を介し
て、国民の健康増進や福祉の向上に大きく寄
与することが期待される。死亡診断書・死体
検案書の作成については、どのような形で記
載内容が統計作成に利用されているかを熟知
しておく必要があるが、医学部の学部教育だ
けでなく、現場で診療や死体検案に従事する
医師を対象とした研修会での普及・啓発も不
可欠である。作成した教育コンテンツは、標
準記載例についての事例を充実させ、講義や
研修会等でも活用できるよう配慮した。 
 
Ｅ．結論 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
を収載した教育コンテンツを作成し、適切な
記載についての内容例示を充実させた。死亡
診断書・死体検案書の記載に苦慮する例にお
ける作成の一助となるとともに、死因統計の
精度向上、ひいては国民の健康増進・福祉の向
上に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
横田順一朗：救急医療におけるメディカルコ
ントロール、救急医療体制の歴史．日本救急医
学会メディカルコントロール体制検討委員
会・日本臨床救急医学会メディカルコントロ
ール検討委員会監修. 救急医療におけるメデ
ィカルコントロール. へるす出版. 東京；
pp3-18，2017. 
 2.  学会発表 
  なし 
3.  関連した実務活動 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
 該当なし。



 



平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 加藤 稲子  三重大学大学院周産期発達予防学講座 教授 

 

研究要旨 

 本研究では、死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例集を収載した教育コンテンツを
開発し、原死因を適切に記載することの普及・啓発を目的とする。 
 本年度は、原死因選択ルールに基づいた模範記載例（標準的記載例）について、その内
容の充実を図った。特に小児の死亡事例について、多数の事例ベースの具体的記載例を作
成した。記載例を活用することで、記載のしかたについて苦慮する例が減り、死亡診断書・
死体検案書の適切な記載が増えることが期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
集を中心とした教育コンテンツの開発を目的
とする。原死因を適切に記載することのみな
らず、記載に悩む事例についての対応の一助
となるものと考える。 
 
Ｂ．研究方法 
 事例と模範記載例（標準的記載例）を中心
とするコンテンツを作成する。特に、死亡診
断書・死体検案書の作成時に、記載のしかた
に悩む例での活用を主眼に事例を構成する。 
 過去の経験や学会等で伝聞した情報も含め、
小児における比較的典型的な事例、および作
成に苦慮した事例を収集する。死亡診断書・
死体検案書等を作成する上で問題となる点や
課題を抽出し、実際に即した形での原死因選
択ルールに基づいた模範記載例（標準的記載
例）と解説を作成した。救急医療、高齢者医
療、法医学など様々な領域の専門家から構成
される各分担研究者、研究協力者の協力の下、
作成した記載例については、研究班員全員で
のブラッシュアップを行い、様式の統一を図
った。 
（倫理面への配慮） 
 例示に際しては、個人情報や個人が特定で
きるような内容を含まないよう、内容を編集
し、十分配慮した。 
 
Ｃ．研究結果 

  小児の死亡例は多くないが、その中でも時
に遭遇する頻度の比較的少ない事例や、内因
（疾病によるもの）のみならず外因（窒息や
溺水など）の関与する事例を中心に、事例を
設定し、それぞれについて模範記載例（標準
的記載例）と解説を作成した。 
 
Ｄ．考察 
 死亡診断書、死体検案書を作成する際に、 
日常の診療等で遭遇しにくい事例では、時に
記載の際に悩む例も少なくない。また、疾病
のみならず窒息や溺水などの外因の関与する
事例の場合には、それぞれの病態の関与につ
いて、判断が難しく、書類作成時に記載の際
に悩む例も少なくない。 
 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会
的にも広く活用されており、保健衛生政策を
実施していく上での基盤データのひとつであ
る。一人一人の死亡診断書、死体検案書の記
載内容（死因欄に記載された傷病から選択さ
れた原死因）が死因統計の分類を行う上での
基礎となっており、どのような形で記載内容
が統計作成に利用されているかを熟知してお
く必要がある。 
 本研究で作成した教育コンテンツは、実際
の事例に即した形であり、模範記載例（標準
的記載例）は、講義や研修会等にも幅広く活
用できる。 
 
Ｅ．結論 



 日常の診療において遭遇する機会が少ない
事例も、死亡診断書・死体検案書作成の際に
記載に悩む場合もある。その際に参考になる
ような、記載についての内容例示を充実させ
た。本研究で作成した教育コンテンツを用い、
原死因を意識して、死亡診断書・死体検案書
を作成する機会が増えることで、死因統計の
精度向上につながり、ひいては国民の健康増
進・福祉の向上に寄与していくことが期待さ
れる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
   なし 
 2.  学会発表 
   なし 
3.  関連した実務活動 
   なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む） 
 該当なし。 
 
 
 



 



平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 鷲見 幸彦  国立長寿医療研究センター 副院長 

 

研究要旨 

 本研究では、原死因を適切に記載するための教育コンテンツの開発を目的とする。教育
コンテンツに死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例を収載し、適切な原死因の記載の
普及・啓発を行う。 
 本年度は、前年度に作成した e-ラーニングシステムに加え、原死因選択ルールに基づ
いた模範記載例（標準的記載例）の内容の充実を図った。高齢者に多くみられる神経変性
疾患等を中心に、事例ベースの具体的記載例を作成した。記載例の活用により、死亡診断
書・死体検案書の適切な記載が増えることが期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 原死因選択のための適切な記載の普及・啓
発のための教育コンテンツの開発を目的とし
ており、具体的には、死亡診断書・死体検案
書の標準的な記載例を作成し、記載に苦慮す
る事例についての対応の一助とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 過去の経験や学会等で伝聞した情報も含め、
比較的典型的な事例および、経過が長く、複
数の病態が関与する事例、死亡診断書・死体
検案書の作成にあたり、記載のしかたに苦慮
する例での活用を主眼に事例を構成する。特
に、高齢者医療に関する事項や神経疾患を中
心に、専門家でも意見の分かれる事項を選択
する。 
 収集した事例を基に、死亡診断書・死体検
案書等を作成する上で問題となる点や課題を
抽出し、実際に即した形での模擬事例を作成
し、模範記載例（標準的記載例）とその解説
を準備し、コンテンツを作成する。 
 作成した模擬事例と記載例、解説について
は、様々な領域の専門家から構成される各分
担研究者、研究協力者の協力の下、研究班員
全員でのブラッシュアップを行い、様式の統
一を図った。 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、個人情報や個人が
特定できるような内容は含まない。 

 
Ｃ．研究結果 
  死亡診断書・死体検案書作成の際に、因果
関係の記載が困難な例として、経過が長く、
複数の病態が関与する事例があげられる。ま
た、専門家の間でも意見の分かれる事項に関
しては、単一の模範記載例（標準的記載例）
のみならず、複数の記載例を併記した。また、
外因による死亡のみならず、疾病による死亡
で判断に迷う事例も提示し、教育コンテンツ
に収載する内容の充実を図った。 
 
Ｄ．考察 
 死亡診断書、死体検案書は人間の死亡の医
学的・法律的な証明であり、医師が自らの医
学的診断に基づいて作成する。個々の事例に
おける病態の死因に関与する影響についての
評価は、患者の生活背景によっても異なるこ
とがあり、同一の疾病についても、時に判断
が分かれる事もある。そのため、死亡診断書、
死体検案書の死因の記載（どの病態を原死因
とするか）についても意見が分かれることが
ある。専門家の間でも意見の分かれる事項に
関しては、適切な記載例が複数あり、教育コ
ンテンツの内容は、これらを反映したものと
なっている。 
 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会
的にも広く活用されており、保健衛生政策を
実施していく上での基盤データのひとつであ



る。その集計にあたっては死因の分類がなさ
れるが、死因欄に記載された傷病から選択さ
れた原死因が複数になる場合にも、ほぼ類似
の病態の場合には類似のものとする考えも考
慮すべきと思われる。 
 現場で診療や死体検案に従事する医師を対
象とした研修会等でも、適切な原死因の選択
の考え方は、さらに普及・啓発が不可欠であ
り、本研究で作成した教育コンテンツの事例
集とその模範記載例（標準的記載例）は、内
容に関して講義や研修会等でも幅広く活用で
きるように充実させた。 
 模範記載例（標準的記載例）を参考にして、
死亡診断書・死体検案書の適切な記載が増え
ることで、死因統計の精度向上を介して、国
民の健康増進や福祉の向上に大きく寄与する
ことが期待される。 
 
Ｅ．結論 
 死亡診断書・死体検案書作成の際には、同
一の疾患であっても病態の死因に関与する影
響についての判断が分かれる場合がある。専
門家の間でも意見の分かれる事項に関しては、
適切な記載例を複数示し、適切な記載につい
ての内容例示を充実させた。今回作成した教
育コンテンツを用いて、医師の間での原死因
選択に関する認識が増すことで、死因統計の
精度向上、ひいては国民の健康増進・福祉の
向上に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  なし 
 2.  学会発表 
 なし 
3.  関連した実務活動 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む） 
 該当なし。 
 
 

 



 



平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 横井 英人  香川大学医学部附属病院 教授 

 

研究要旨 

 本研究では、原死因を適切に記載するための教育コンテンツの開発により、死亡診断
書・死体検案書の標準的な記載例集を作成し、適切な原死因の記載についての普及・啓
発を目的とする。 
 本年度は、e-ラーニングによる教育コンテンツのうち、模範記載例（標準的記載例）
の内容の充実を図った。前年度に作成した e-ラーニングシステムに改訂を行い、さらに
構成を変更し、多数の事例ベースの具体的記載例を作成した。e-ラーニングシステムの
活用により、死亡診断書・死体検案書の適切な記載が増えることが期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の記載に関して、適
切な記載、標準的な記載例を作成し、死亡診断
書・死体検案書の「原死因」の適切な選択が可
能となるような、教育コンテンツを開発する。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究開発としては、前年度に作成した e-ラ
ーニングシステムに加え、事例と模範記載例
（標準的記載例）を中心とするコンテンツを
作成し、追加する。特に、収載する事例につい
ては内因死事例から外因死まで、さらに複数
の病態が関与する事例や経過が長い事例など、
日常の診療や検案で遭遇する機会が多いもの
等、幅広く対象とする。 
 様々な領域の専門家から構成される各分担
研究者、研究協力者の協力の下、模擬事例の
作成、原死因選択ルールに基づいた模範記載
例（標準的記載例）および解説も加えて内容
の充実を図った。作成した記載例については、
研究班員全員でのブラッシュアップを行い、
様式の統一を図った。 
 作成した事例については、前年度作成した
e-ラーニングシステムに追加、改訂を行い、
さらに構成を変更し、使いやすくした。 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、個人情報や個人が
特定できるような内容は含まないよう、十分
配慮した。 

 
Ｃ．研究結果 
  e-ラーニングシステムの構成を、大きく1.
例示編、2.e-ラーニング編、3.確認問題として、
学習者の利便性の向上を図った。また、より多
数の事例を設定することにより、様々な事例
の死亡診断書・死体検案書の作成にあたる、よ
り多くの医師のニーズに対応できるように努
めた。 
 
Ｄ．考察 
 死亡診断書、死体検案書は医師自らが医学
的診断に基づいて作成する。記載内容には性
別など、選択肢を選ぶ項目もあるが、死因に関
する事項は直接記述する項目が多い。そのた
め、e-ラーニングシステムの導入を行う場合
も、それぞれの記載項目の自由度が大きくな
るため、クイズ形式の設問を用いる場合には
問題設定に大きな制約が生じる。そのため、本
年度は、e-ラーニングシステムに模範記載例
（標準的記載例）を大幅に追加し、さらに構成
を変更することで、学習者の利便性の向上を
図った。 
 死亡診断書、死体検案書の記載内容のうち、
死因欄に記載された傷病から選択された原死
因を基礎として、死因統計が作成される。死因
統計は、わが国の保健衛生行政や社会的にも
広く活用されており、保健衛生政策を実施し
ていく上での基盤データのひとつである。一



人一人の死亡診断書、死体検案書のなかの死
因に関する記載内容が死因統計の分類を行う
上での基礎となっており、医師はどのような
形で記載内容が統計作成に利用されているか
を熟知しておく必要がある。今回作成した教
育コンテンツを活用することで、死因統計の
精度向上、ひいては国民の健康増進・福祉の向
上に大きく寄与することが期待される。 
 
Ｅ．結論 
 今回作成した教育コンテンツでは、e-ラー
ニングシステムの構成を変えたことで、学習
者の利便性の向上を図った。また、より多くの
医師のニーズに対応できるように努めた。こ
のシステムを活用することで、記載内容がど
のように統計作成に利用されているかについ
ての認識が増し、死因統計の精度向上につな
がることが望まれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
  なし 
 2.  学会発表 
  なし 
3.  関連した実務活動 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
 該当なし。 
 
 
 



 



平成29年度厚生労働科学研究費補助金（統計情報総合 研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
適切な原死因記載のための教育コンテンツの開発 

 

研究分担者 宮武 伸行  香川大学医学部 准教授 

 

研究要旨 

 本研究では、原死因を適切に記載するための教育コンテンツを開発し、死亡診断書・
死体検案書の標準的な記載例集を収載し、原死因を適切に記載することの普及・啓発を
目的とする。 
 本年度は、原死因選択ルールに基づいた模範記載例（標準的記載例）の内容の充実を
図った。疾病による死亡から外因死、さらには両者の関与する事例など、多岐にわたる
事例ベースの具体的記載例を作成した。記載例を活用することで、死亡診断書・死体検
案書の適切な記載が増えることが期待される。 

 
 
Ａ．研究目的 
 死亡診断書・死体検案書の標準的な記載例
を作成し、原死因の適切な記載につながる教
育コンテンツの開発を目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 研究開発としては、事例と模範記載例（標
準的記載例）および記載事項の解説からなる
コンテンツを作成する。特に、記載のしかた
に悩む例での活用を主眼に事例を構成する。 
 過去の経験や学会等で伝聞した情報も含め、
内因（疾病によるもの）と外因（外傷や中毒、
温度環境など）の両者が関与する事例、さら
には多くの病態が関与する例や経過の非常に
長い例など、多岐にわたる事例を収集する。
それらの事例から、死亡診断書・死体検案書
等を作成する上で問題となる点や課題を抽出
し、実際に即した形での模擬事例を作成した。 
作成した模擬事例につき、模範記載例（標準
的記載例）を作成し、さらに解説も加えて内
容の充実を図った。様々な領域の専門家から
構成される各分担研究者、研究協力者の協力
の下、作成した記載例については、研究班員
全員でのブラッシュアップを行い、様式の統
一を図った。 
（倫理面への配慮） 
 例示の作成に際しては、個人情報や個人が
特定できるような内容は含めないよう、十分
配慮した。 

 
Ｃ．研究結果 
  死亡診断書・死体検案書作成の際に、因果関
係の記載が困難な例として、特に、内因と外因
の両者が関与する事例や、医学的な因果関係
を捉えにくい（記載しにくい）事例、まれな事
例があげられる。それらを中心に、多数の事例
を設定し、それぞれについて模範記載例（標準
的記載例）を作成した。 
 
Ｄ．考察 
 死因統計は、わが国の保健衛生行政や社会
的にも広く活用されており、保健衛生政策を
実施していく上での基盤データのひとつであ
る。その集計にあたって収集される死因デー
タは、一人一人の死亡診断書、死体検案書の 
記載内容が基になっており、死因欄に記載さ
れた傷病から選択された原死因を基礎として
いる。そのため、死亡診断書・死体検案書の作
成にあたり、どのような形で記載内容が統計
作成に利用されているかを十分認識しておく
ことが重要であるが、現状の意識・認識は必ず
しも十分ではない。その結果、原死因を十分考
慮していない記載も見受けられる。 
 死亡診断書、死体検案書の作成に関する事
項については、医学部の学部教育のみならず、
現場で診療や死体検案に従事する医師を対象
とした研修会等での普及・啓発も不可欠であ
る。 



 本研究で作成した教育コンテンツの事例集
とその模範記載例（標準的記載例）は、内容に
関しても講義や研修会等でも幅広く活用でき
るように充実させた。 
 
Ｅ．結論 
 死亡診断書・死体検案書作成の際に記載に
悩む例について、因果関係の記載が困難な例
を中心に、適切な記載についての内容例示を
充実させた。今回作成した教育コンテンツは、
どの部分からでも利用可能であり、気軽に眺
めるだけでも学修は可能である。教育コンテ
ンツの活用が、死因統計の精度向上を通じ、国
民の健康増進・福祉の向上に大きく寄与する
ことが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  該当なし。 
 
Ｇ．研究発表 
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 該当なし。 
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